
 

 

報 告 第 １６ 号 

 

 

令和７年度新居浜市継続費精算報告について  

 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定により、令和

７年度新居浜市一般会計継続費の精算を次のとおり報告する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 



       

 

 令 和 ７ 年 度  新 居 浜 市 一 般 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書  

（単位:円）

国庫支出金

県

支

出

金

地方債 その他 国庫支出金

県

支

出

金

地方債 その他 国庫支出金

県

支

出

金

地方債 その他

6 154,665,000 36,077,000 - 99,700,000 18,888,000 - 135,785,100 36,077,000 - 83,500,000 - 16,208,100 18,879,900 0 - 16,200,000 18,888,000 △ 16,208,100

7 1,539,335,000 460,753,000 - 947,100,000 131,482,000 - 1,519,714,900 447,733,000 - 936,000,000 - 135,981,900 19,620,100 13,020,000 - 11,100,000 131,482,000 △ 135,981,900

計 1,694,000,000 496,830,000 - 1,046,800,000 150,370,000 - 1,655,500,000 483,810,000 - 1,019,500,000 - 152,190,000 38,500,000 13,020,000 - 27,300,000 150,370,000 △ 152,190,000

4 684,100,000 342,050,000 - 342,000,000 - 50,000 665,200,000 332,600,000 - 332,600,000 - - 18,900,000 9,450,000 - 9,400,000 - 50,000

5 360,800,000 180,400,000 - 180,400,000 - - 351,400,000 174,919,000 - 176,400,000 - 81,000 9,400,000 5,481,000 - 4,000,000 - △ 81,000

6 937,298,000 261,235,000 - 613,700,000 - 62,363,000 828,399,000 197,428,000 - 264,200,000 - 366,771,000 108,899,000 63,807,000 - 349,500,000 - △ 304,408,000

7 - - - - - - 111,581,000 50,295,000 - 53,400,000 - 7,886,000 △ 111,581,000 △ 50,295,000 - △ 53,400,000 - △ 7,886,000

計 1,982,198,000 783,685,000 - 1,136,100,000 - 62,413,000 1,956,580,000 755,242,000 - 826,600,000 - 374,738,000 25,618,000 28,443,000 - 309,500,000 - △ 312,325,000

款 項 事業名

全　　体　　計　　画

一般財源

年割額と
支出済額
の差　．

左　の　財　源　内　訳

実　　　　　　績

左　の　財　源　内　訳

支出済額

左　の　財　源　内　訳

比　　　　　　　較

年度 年割額
一般財源

特　定　財　源

一般財源

特　定　財　源特　定　財　源

８ 土木費 ６ 住宅費
公営住宅建替
推進事業（第
二期工事）

２ 清掃費
清掃センター

改修事業
４ 衛生費



 

 

参照条文  

 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）抜粋  

 

（継続費）  

第１４５条 （省 略）  

２ 普通地方公共団体の長は、継続費に係る継続年度（継続費に係る歳出予算の金額の

うち法第２２０条第３項ただし書の規定により翌年度に繰り越したものがある場合に

は、その繰り越された年度）が終了したときは、継続費精算報告書を調製し、地方自

治法第２３３条第５項の書類の提出と併せてこれを議会に報告しなければならない。  

３ （省 略）  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）抜粋  

 

（決算）  

第２３３条 （省 略）  

２～４ （省 略）  

５ 普通地方公共団体の長は、第３項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつ

ては、当該決算に係る会計年度における主要な施策の成果を説明する書類その他政令

で定める書類を併せて提出しなければならない。  

６、７ （省 略）  


